様式９
誓　　約　　書
　緊急雇用創出基金事業（重点分野雇用創出事業）「障がい者のための国際児童文学館貴重資料のマイクロ化等作業業務に係る企画提案公募要領」に規定する企画提案公募参加資格をすべて満たしていることを申告します。
必要な資格を満たしていないことが判明したときは、提案内容が失格となり、契約解除に伴う違約金の支払い、入札参加資格停止等の措置を受けても、異議を申し立てません。
大 阪 府 知 事　  様

平成　　年　　月　　日
受託者　所在地



　商号又は名称



　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　
　
（共同企業体の場合は、代表企業が提出すること。）
様式１０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事　業　名：緊急雇用創出基金事業（重点分野雇用創出事業）
「障がい者のための国際児童文学館貴重資料のマイクロ化等作業業務」　
誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
私は、大阪府が大阪府暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の府の事務事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除していることを承知したうえで、下記事項について誓約します。
記
一　私は、大阪府の公共工事等を受注するに際して、大阪府暴力団排除条例施行規則第3条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。
　　　　　　　　
二　私は、大阪府暴力団排除条例施行規則第3条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪府から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。
三　私は、本誓約書及び役員名簿等が大阪府から大阪府警察本部に提供されることに同意します。
四　私が本誓約書一に該当する事業者であると大阪府が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪府の調査により判明した場合は、大阪府が大阪府暴力団排除条例及び大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づき、大阪府ホームページ等において、その旨を公表することに同意します。
五　私が大阪府暴力団排除条例第10条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（ただし、契約金額500万円未満のものは除く。）から誓約書を徴し、当該誓約書を大阪府に提出します。
六　私の使用する下請負人等が、本誓約書一に該当する事業者であると大阪府が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪府の調査により判明し、大阪府から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。
大阪府知事　様
平成　　年　　月　　日
・所在地
・事業者名
・代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
・代表者の生年月日
